























( 1) なお，民法については，平成 19年に成立した「日本国憲法の改正手続に関する法律」
によって，国民投票の選挙権が18歳以上とされたことを受け，平成21年 10月に成年
年齢を 18歳に引き下げる旨の法制審議会最終報告書が法務大臣に答申されている
(http://www.moj.go・jpi con tent/000069850. pdf参照。）。























( 4) https田：／sites.google.corn/site/ju venilelaw2015／。なお，平成27年8月3日現在，呼びか
け人27人，賛同者87人とされている。
( 5) http://www.nichibenren.or.jp/library/ja/opinion/report/data/2015/opinion 150220_2.pdf 
( 6) http://www.nichibenren.or.jp/activity/docurnent/staternent/year/2015/150910.htrnl 



































総数 検察官送致 保護観察 少年院 不処分 不開始
全体 7,928 109 2,285 962 1,479 3,095 
刑法犯 6,182 92 1,959 892 1,149 2,090 





検察官送致 少年院 保護観察 その他
一般刑事事件
検察官 5.1% 25.0% 31.7% 38.2% 
家裁 4.7% 16.0% 27.8% 51.5% 
（殺人・強盗）
検察官 47.5% 47.5% 3.3% 1.6% 
家裁 9.0% 62.3% 19.7% 9.0% 
特別法犯事件 検察官 8.0% 16.8% 40.4% 34.8% 





















































(12) 平成27年版犯罪白書第2章第l節2 2 1 1図（http://hakusyo1.moj .go伊仰／62/nfnν





























































(17) 平成26年検察統計年報「結果の概要」 7 (1）統計表第47,48表関係による。

















編第 1章第 1節 4-1 1 1図〔http://hakusyol.moj.go・jp/jp/62/nfm/n622 4 1 _1
html〕）。この点，ドイツにおいても，同様の指摘がなされている（ギユンター・カイザー
〔比嘉康光訳〕「少年犯罪の新しい動向と少年刑事司法の今日的問題←特にドイツの状





































































































































(24) 少年法 17条 1項2号に基づく監護措置による少年鑑別所への収容期間についても，
2週間では資質鑑別や社会調査が不十分であって，期間更新による4週間が原則化して
いると言われる（浮登俊雄－前抱注（19)104頁）。











































































































る（RichardE. Redding, Juvenile Tranfer Laws: An Effective Deterrent to Delinquency?, 
OJJDP, Juvenile Justice Bulletin(June 2010)pp7-8(https ://www.ncjrs.gov/pdffi lesl/ 
句jdp/220595.pdf〔https://www.ncjrs.gov/html/句jdp/news_ at_glance/223613/on _ l.html#c参
照〕。）。なお，森健二「アメリカ合衆国における少年事件手続の実情 ジョージア州，
ニューヨーク州及びカリフォルニア州の制度を中心として 」家庭裁判月報61；巻6号
(2009 iF) 2頁， 88頁参照。さらに，守谷哲毅「アメリカ合衆国における近｛j'の少年
司法制度の変化について」罪と罰46巻2号（2009年） 63頁参照）。






















(31) 小此木啓吾「一八歳はオトナか」法律時報43巻 13号（1970年） 36頁，三井明「少
年法改正に関する構想についてjシ、ユリスト 353号 (1966年） 92頁参照。


























書第2編第1章一.3 （三） http刈iakusyol.moj.go.jp/jp/10/nfm/n_lO2_2_1_1_3.html) o 
(34) I李登俊雄－前掲注 (19)182頁。例えば，訓戒や誓約書徴取などである。


















































































































広島法科大学院論集第 13号（2017年） 99 
ることとし取り敢えずその方向性を示唆するにとどめたい。
v おわりに
少年事件における成年年齢の引下げについては，その影響は大きく，取り
分け，検察に対する影響は大きなものがある。従来，検察官においては，逆
送になるような一部重大事件や身柄事件を除き，その他多数の一般少年事件
は，ほほフリーパスで家庭裁判所に事件送致を行ってきたのが実情であるよ
うに思われるところ，成人年齢が引き下げられることになれば，単に検察官
の負担増にとどまらず，公共の安全と秩序の維持という点においても少なか
らぬ影響があるのではないかと考えられる。
そこで，本稿では，成人年齢引下げの検察権への影響という視点に依拠し
つつ，刑事司法全体のあるべき姿を見据え，できるだけ広い視野の下にこの
問題を検討することとしたものである。そのために，第 lに，年長少年の処
遇に関する現状を統計的に明らかにした上で，この数値に基づいて成人年齢
引下げの影響を検討したところ 公判請求人員は，現状のいわゆる逆送人員
と比べ，少なく見積もっても 10倍を超えて増加することが予想されるととも
に，不起訴となって放置される人員も数千人を想定せざるを得ないことが判
明した。そこで，第2に，これらの者に対し従来の家庭裁判所での保護的
措置に代わる何らかの更生的措置を講ずる必要があるのではないかとの見地
から，いくつかの想定を検討した上で，成人と少年との中間的な処遇を行う
ために「青年層」の創設を検討する余地があるのではないかと考えるに至っ
た次第である。もとより，全く荒削りの素案に過ぎない上，少年法制との整
合性を含めて検討すべき問題点が山積していることは十分に承知している
が，自由な議論を行うための素材となれば幸いである。
〔追記〕本稿は，平成28年5月23f:l，名古屋大学において開催された日本刑法学会第
100 －少年年齢の引下げと検察権への影響（大久保）
94回大会における「ワークショップ9 『少年法の適用年齢.IJで行った報告に
基づき，その後の経緯をも踏まえて加筆修正した上で，必要な注を付したもの
である。
